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内容

1. 原発ゼロ社会とは何か
• なぜ、なんのために原発ゼロ社会をつくるのか

2. 原発ゼロ社会をどのように実現するか
• 原発ゼロ政府の展望
• 原発ゼロ政府なき中での展望

3. 市民系シンクタンク（原子力市民委員会等）の課題
• これから強化する活動
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原発ゼロ社会とはなにか
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原発ゼロ社会とは何か

•原発ゼロ社会
• 軍事利用、エネルギー利用
いずれも、現実にも、選択肢としても利用しない社会

• 倫理的問題
原子力技術の本質：不可逆的破壊、不公正、不正義

•何のためか
• 環境破壊、人間破壊（人間の尊厳、生存条件の剥奪）を今後絶対に起
こさない社会をつくる。
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環境破壊を引き起こさない社会を作る
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出所：国土交通省(2021)「『国土の長期展望』中間とりまとめ 参考資料」p.2

1968年＝1億140万人
1969年＝1億265万人
1962年＝9518万人 2050年＝9515万人

これからの時代＝縮退



原発ゼロ社会をどのように実現するか
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原発の衰退と原発ゼロ社会

1. 原子力発電は大きく衰退
→原発は高コストで不要
2. 衰退したとしても自然に原発
ゼロ社会にはならない。

→原発維持・拡大のためのさまざま
な政策が最大限投入される。
→現実には実現できず、問題が拡大
する。
※立地地域の課題、雇用対策も放置
される。
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原発ゼロ社会をどのようにつくるか

1. 原発ゼロ政府の樹立の道（＝もっとも合理的で早道）
• 原発ゼロ社会実現のための法制度、機関を整備
• 原発推進のための予算から原発ゼロ社会実現のための予算へ
• 立地地域の自立を真剣に支援、雇用対策を実施 等。

2. 市民の取り組みの積み重ねの道
• 遠回りに見えるが、着実な道でもある。
• 原子力に関する諸問題の解明、政策提言、情報発信。
• 政策当局者を含めた対話を粘り強く継続。
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現時点での政治情勢

•与党・政府のエネルギー政策形成

※与党内での調整 → 政府・担当省庁

※与党内にも変化

•国会
• 原発ゼロ基本法案が2018年3月に野党により提出されるも審議されず
に店ざらし。

• 国会内の経済産業委員会
• ほとんどが原発ゼロ反対。



市民系シンクタンク
（原子力市民委員会など）の課題
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原子力市民委員会の活動

•設立
• 2013年4月15日

•目的
• 脱原発社会の構築のために必要な情報収集、分析および政策提言
～原発ゼロ社会のための市民系シンクタンクとしての試みであった。

•活動
• 脱原発社会構築に向けた議論の「場」の創設
• 「脱原子力政策大綱」の策定および、脱原発社会構築への緊急課題へ
の随時提言
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原子力市民委員会の情報収集、分析
および政策提言の課題
1. 東京電力福島第一原発事故の被災地対策・被災者支援に関す
ること

2. 使用済核燃料、核廃棄物の管理・処分に関すること

3. 原発ゼロ社会構築への具体的な行程に関すること

4. 脱原発を前提とした原子力規制に関すること
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2021年時点での評価
• 『原発ゼロ社会への道』、特別レポート、声明、ブログ記事、オンライン
企画などで、貢献しえたと評価しうる。

• 政策形成、世論形成に一定のインパクトを与えてきた。



市民系シンクタンクの強み、可能性と課題

• 強み
• 研究者・専門家と現場で取り組みを進める市民とが直接つながっている。
→ 調査・研究、支援、対話の面で非常に有効。これは政府や企業が苦手とし
ているところ。

• 可能性と課題
• 市民社会 （活動への参加、支援が増えれば社会は大きく変わりうる）

※例えば環境NGOの会員数は、他国に比べて2～4桁異なる。（波及力、資金力→活動領域に直結）
(例：シエラクラブ380万人、韓国環境運動連合約8万人）

※ 原子力市民委員会は会員制はとっていない。

• 国や自治体とのつながり。
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市民系シンクタンクの課題

1. 人とのつながり、仲間を広げる。公論形成を行う。

2. 専門家としての分析や政策提言の質を向上する

3. 機動的に課題にとりくむ力量を身につける

4. 国内的、国際的発信力を向上させる。

※原子力市民委員会はその一つの試み
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多くの市民の参加で

達成できる。
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原子力市民委員会の新しい取り組み

オンライン企画をライブで

Youtubeで録画（動画）で発信


